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研究要旨： 

病む人が適切な医療を受けるためには、医療機関で提供される医療の質が高く、受診する医療機関を選択す

るための情報が必須である。本研究は、医療の質向上と医療機関に関する情報提供体制の改善を最終目標に、

下記の目的で行う。 

 

（１）医療の質指標（QI）の測定と改善の可視化・検証研究 

 平成 28（2016）年度厚生労働行政推進調査事業費による研究班（研究代表者：福井次矢）で提唱された「共

通 QI セット（23 種類 36 指標）」の中から選定された 14 指標について、5 病院団体の 345 病院で測定し、デ

ータ解析のために我々の研究班に提出された。QI を用いることで、多くの病院における医療の質の測定・公

表・改善のサイクルが回っていることを可視化し、第三者による評価も容易になると考えられる。 

QI の測定自体が医療の質の改善を促すメカニズムとしては、i）自院が提供している医療が標準的医療（エビ

デンスに基づいた医療）にどの程度遵守しているのかを知ることができる、ii）多数の病院で同じ QI を測定

することにより、他院との比較が可能となり、自院の立ち位置や改善の余地の有無を知ることができる、そし

て、iii）QI の測定に多くの病院職員が関わることで、医療の質の改善への動機づけがなされた医療者が増え

る等が考えられる。 
したがって、患者がより質の高い医療を受けられるよう、QI の測定・公表・改善のサイクルをわが国の全

病院に導入させるべく、国としての施策の立案・決定・実践－しかも早急に－を強くお願いしたいところで
ある。 

なお、QIの中でも、身体的側面と主観的側面の両側面を組み込んだ EQ-5D のような QO 指標も、今後、導
入に向けてさらなる研究を続ける必要があろう。 
  
（２）医療機能情報提供制度における検索サイト全国統一化に向けた調査研究 

本サイトの認知度は 2021 年 9 月に行ったアンケート調査時と同じ（11%）であったが、利用度や有用性に

ついては改善が認められた。本アンケート調査で、医療機関毎の診療の質指標の掲載することについては回

答者の 94％が肯定的であったことも、全国の病院における QI の測定・公表・改善のサイクル導入の推進を

支持するものである。 
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【医療の質指標(QI)の測定と改善の可視化・検証

研究】 

Ａ．研究目的 

 平成22年度～令和元年度に行われた厚生労働省

『医療の質の評価・公表等推進事業』（以下、厚生

労働省事業）により、わが国の8,000を超える病院

のうち、1,000程度の病院が医療の質指標（QI：

Quality Indicator）を測定していると推定されて

いる。 

医療の質を向上させるための手段の一つとして、

日本医療機能評価機構やJCI（Joint Commission 

International）などの外部評価受審があり、QIの

測定自体、医療の質・安全性を向上させるための手

順であることから、QIの測定を行っている病院の

大多数は日本医療機能評価機構やJCIを受審して

いる病院であろうと推測されるが、まだそれらの

関連性は検証されていない。 

また、厚生労働省事業に参加してきた9病院団体

（日本病院会、全日本病院協会、国立病院機構等）

は、それぞれの団体でQIデータを収集・公表するこ

とは行ってきたものの、9病院団体全体を対象とし

たQIデータの収集・解析・フィードバック・改善の

試み等は行ってこなかった。 

加えて、平成28年度厚生労働行政推進調査事業

費補助金による研究班によって「共通QIセット（23

種類36指標）」が提唱され、平成29年度、平成30年

度の厚生労働省事業に参加した日本病院会、全日

本病院協会、全日本民主医療機関連合会、日本赤十

字社の4団体が「共通QIセット」の測定を実施した

が、それらを継続して測定している団体もあれば

単年で終了した団体もあり、残り5団体においては

独自のQI測定に止まっている。 

 このような背景のもと、本研究では、「共通QIセ

ット」をベースに、1,000程度の病院を対象に測定

できる指標、かつ改善可能性のある指標を10～15

程度選定し、厚生労働省事業に参加してきた9病院

団体（およびその他の病院団体）に協力を依頼し、

QIの測定・データの収集・解析・フィードバック・

改善という、一連の質改善のサイクルが組み入れ

られ、医療の質が維持あるいは改善されているこ

とを可視化・検証することを目的とする。並行し

て、協力病院が外部評価を受診しているか否かも

調査する。 

 研究により期待される成果として、QIを測定す

ることにより、自院の医療者が提供している医療

が標準医療（エビデンスに基づいた医療）にどの程

度遵守しているのかを知ることができる。また、多

くの病院のQIの平均値や中央値等と自院のQIを比

較することでも、自院の立ち位置や改善の余地の

有無を知ることができる。そのような認識を持つ

ことにより、多くの病院職員が「改善しなくては」

と動機づけされ、病院を挙げて改善のための工夫

がなされるはずである。さらに、1,000程度の病院

が「共通QIセット」の中から選択されたQIを測定す

ることで、より多くの病院に展開できる有用な項

目であるか、測定しやすい項目であるかを知るこ

とができるはずである。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 測定するQIの選定 

 「共通QIセット」をベースに、わが国の病院団体

の医療の質測定活動ですでに測定されているQIや

過去の研究班で示した測定可能性や医療の質改善

への影響などの結果を参考に、全研究分担者の参

加による班会議あるいはメールでの討議を重ねて

意見を集約し、選定した。 

 

2. 病院団体へのQI測定協力依頼とQI測定 

 厚生労働省事業に参加してきた9団体および地

域医療機能推進機構の計10団体に協力を依頼した。

依頼は、各病院団体の所属長宛てに事務局にメー

ルにて送付した。送付内容は、依頼状、全体フロー

図、測定指標一覧、測定指標詳細定義書、データ提

出フォーマット定義書、協力病院へのアンケート

調査の6文書とした。 

 データ対象期間は2021年4月から2022年12月の

21か月分とし、全期間でのデータ収集が困難な場

合はデータ収集が可能な期間だけでも可とした。 

 データ提出スケジュールは、2021年4月から2021

年12月分を2022年2月末日まで、2022年1月から

2022年6月分を2022年8月末日まで、2022年7月から

2022年12月分を2023年2月末日までの計3回とし、
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提出が間に合わなければ、翌提出日に併せての提

出も可とした。 

 

3. アンケート調査 

 協力病院に対し、「貴院は、外部評価を受けてい

ますか？」「痛みの程度を定量的に測定している患

者群または診療科または部署はありますか？」「痛

みの程度を定量的に測定している場合、どのよう

な方法で行っていますか？」「事前指示の記録をし

ている患者群または診療科または部署はあります

か？」という4つの質問から成るアンケート調査を

実施した。なお、外部評価受審の有無については、

日本医療機能評価機構の認定病院一覧（2022年4月

時点）、JCI認定病院一覧と突合し確認した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究のアンケート調査は、医療機関等を対象

とした調査であり、個人が特定されない形のデー

タのみ収集した。情報の収集、分析にあたっては匿

名加工処理を行い分析した。本研究（23-R004：医

療の質指標（QI）の測定と改善の可視化・検証研究）

は、聖路加国際大学 研究倫理審査委員会の許可を

得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. QI測定協力病院とデータ提出 

 令和3年度研究班での報告後、最終的に協力可の

5団体（日本病院会、全国自治体病院協議会、恩賜

財団済生会、労働者健康安全機構、日本慢性期医療

協会）より協力が得られたのは、648病院（重複所

属調整後）であった。しかし、協力表明のみでデー

タが未提出の病院も多く、1指標でも提出があった

のは524病院であった。（データ提出率80.9％） 

 内訳の都道府県別病院数を以下に示す。 

 

（表1.協力病院の都道府県別件数） 

都道府県 施設数 都道府県 施設数 

北海道 30(21) 滋賀県 11(8) 

青森県 7(6) 京都府 18(18) 

岩手県 6(6) 大阪府 54(48) 

宮城県 15(8) 兵庫県 36(28) 

秋田県 7(7) 奈良県 9(7) 

山形県 12(8) 和歌山県 7(4) 

福島県 14(9) 鳥取県 3(2) 

茨城県 11(7) 島根県 7(5) 

栃木県 6(4) 岡山県 10(5) 

群馬県 10(9) 広島県 16(14) 

埼玉県 24(21) 山口県 7(5) 

千葉県 24(18) 徳島県 7(5) 

東京都 46(41) 香川県 9(9) 

神奈川県 33(26) 愛媛県 7(6) 

新潟県 9(7) 高知県 5(5) 

富山県 7(5) 福岡県 31(27) 

石川県 7(7) 佐賀県 1(1) 

福井県 6(5) 長崎県 6(6) 

山梨県 2(2) 熊本県 5(3) 

長野県 29(25) 大分県 8(6) 

岐阜県 10(8) 宮崎県 1(1) 

静岡県 20(18) 鹿児島県 5(2) 

愛知県 36(29) 沖縄県 7(6) 

三重県 7(6) 計 648(524) 

※（ ）内はデータ提出病院数 

 

2. 測定するQI項目 

 本研究班の研究者らが実施してきた平成29年度、

平成30年度の研究では、測定が容易で全施設で測

定すべき指標は転倒転落、インシデントアクシデ

ントレポート、褥瘡発生率、患者満足度であり、自

施設の質の改善に役立ち、全施設で測定すべき指

標は病床規模によって異なる可能性が示唆されて

いるが、調査結果の分布により、自施設の役に立つ

指標が全施設で測定すべき指標と代用することも

可能と報告している。一方、測定難易度が高く、全

施設での測定は困難な指標は、事前指示、キャンサ

ーボード、がん疼痛記載、予防的抗菌薬投与であっ

た。これらを踏まえ、個々の指標の妥当性や測定可

能性、領域分布、さらに改善可能性を加え、下記の

14項目を選定した。しかし、算出定義を揃えること

ができず、各団体の算出方法となったことで、④転

倒転落による損傷発生率、⑥新規褥瘡発生率、⑩30
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日以内の予定外再入院率については、サブ分類の

指標を追加した。（別表1） 

① 入院患者満足度 

② 外来患者満足度 

③ 転倒転落発生率 

④ 転倒転落による損傷発生率 

⑤ インシデント・アクシデント報告件数 

⑥ 新規褥瘡発生率 

⑦ 急性心筋梗塞患者におけるアスピリン投与率 

⑧ 脳梗塞患者における早期リハビリテーション 

⑨ 手術患者での肺血栓塞栓予防対策実施率 

⑩ 30日以内の予定外再入院率 

⑪ 広域抗菌薬使用時の血液培養実施率 

⑫ 脳卒中患者における地域連携 

⑬ 大腿骨頸部骨折患者における地域連携 

⑭ 疼痛コントロール 

 

集計結果を図1～図21に示す。 

 図1の入院患者満足度は、全期間で374病院が提

出し、どちらの期間も平均値90％、中央値93％と良

好な結果であった。 

図2の外来患者満足度は、全期間で360病院が提

出し、どちらの期間も平均値86％、中央値88％と入

院患者満足度よりやや下がってはいるが、良好な

結果であった。 

図3の転倒転落発生率は、全期間で336病院の提

出があった。1回目の提出期間：2021年4月から12月

を「2021Q1～2021Q3」、2回目の提出期間：2022年

1月から6月を「2021Q4～2022Q1」、3回目の提出期

間：2022年7月から12月を「2022Q2～2022Q3」と表

記し、箱ひげ図で示した。以降の指標はすべて同じ

期間の表記とした。平均値は2.83～2.91と横ばい

であった。 

図4の転倒転落による損傷発生率（インシデント

影響度分類レベル2または3a以上）は全指標の中で

最も提出が多く416病院が提出した。平均値は0.83

～0.93と横ばいであった。 

図5の転倒転落による損傷発生率（インシデント

影響度分類レベル3a以上）は1団体のみ測定してい

る指標であったため、全期間で32病院の提出であ

った。 

図6の転倒転落による損傷発生率（インシデント

影響度分類レベル3b以上）は、全期間で337病院の

提出があった。平均値はどの期間も0.06であり、発

生件数の平均は3.5件であった。 

図7のインシデント・アクシデント報告件数は、

全期間で317病院の提出があった。平均値は40.2～

42.2と横ばいであったが、100件を超える病院が12

あった。 

図8の新規褥瘡発生率（患者延べ数ベース）は、

全期間で341病院の提出があった。測定の複雑さも

あり、外れ値が多い傾向であった。どの期間も中央

値は0.07であり、大きな差は見られなかった。 

図9～10の新規褥瘡発生率（患者数ベース）は、

図8の測定より簡易ではあったが、測定していない

団体も多く、全期間で63病院の提出となった。 

図11の褥瘡推定発生率は、1団体のみ測定してい

る指標であったため、全期間で106病院の提出であ

ったが、平均値が2.02～2.28と、推定発生率のほう

が新規褥瘡発生率より高い傾向を示した。 

図12の急性心筋梗塞患者における入院後早期ア

スピリン投与率は、全期間で119病院が提出した。

1回目の提出期間82.5％から2回目88.2％と5.7ポ

イントの改善を示した。 

図13の脳梗塞患者における早期リハビリテーシ

ョン開始率は、全期間で352病院が提出し、転倒転

落による損傷発生率（インシデント影響度分類レ

ベル2または3a以上）に次いで、提出が多い指標で

あった。1回目の対象期間は79.0％、3回目の対象期

間は82.0％と3ポイントの改善が見られた。 

図14の手術患者での肺血栓塞栓予防対策実施率

は、全期間で126病院の提出があった。中央値も

90％超であった。 

図15は30日以内の予定外再入院率、図16は退院

後4週間以内の予定外再入院率であるが、1団体が

測定の条件を途中で変更したことに伴い、指標を

わけることになった。 

図17の広域抗菌薬使用時の血液培養実施率は、

全期間で333病院の提出があった。平均値は37.9～

38.4と横ばいであった。 

図18の脳卒中患者に対する地域連携パスの使用

率、図20の大腿骨頸部骨折患者に対する地域連携
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パスの使用率は「地域連携診療計画加算」を算定し

た患者を分子とし、図19の脳卒中患者に対する地

域連携の実施割合、図21の大腿骨頸部骨折患者に

対する地域連携の実施割合は「地域連携診療計画

加算」「診療情報提供料(I)」「退院時共同指導料

2」「開放型病院共同指導料(2)」「介護支援等連携

指導料」のいずれかを算定した患者を分子とした。

4指標とも平均値は横ばいであった。 

疼痛コントロールの指標は、入院患者満足度で

「痛みは十分にコントロールされていましたか？」

「痛みの状況にあわせて適切に処置をしました

か？」の設問回答結果を求めたが、提出は3病院の

みであった。 

 

3. 外部評価受審 

 本研究に協力していただいた648病院のうち、日

本医療機能評価機構またはJCIの認定を受けてい

る病院は454病院で、認定割合は70％であった。 

 

Ｄ．考察 

 1,000程度の病院を対象にQIの測定を行う予定

であったが、協力は648病院、そのうち測定は524病

院となった。また、算出定義を揃える予定であった

が、各団体が行ってきている算出定義を変更でき

ず、どの項目も524病院すべてが揃った結果を出す

ことが叶わなかった。しかし、以下の項目について

は、60％以上の病院が提出できており、より多くの

病院に展開できる項目の可能性が示唆された。 

 

[測定病院のうち70％以上が提出できたQI] 

• 入院患者満足度 

• 転倒転落によるインシデント影響度分類レベ

ル2または3a以上（損傷レベル2以上）の発生率 

 

[測定病院のうち60％以上が提出できたQI] 

• 外来患者満足度 

• 転倒転落発生率 

• 転倒転落によるインシデント影響度分類レベ

ル3b以上（損傷レベル4以上）の発生率 

• 1か月間・100床当たりのインシデント・アクシ

デント報告件数 

• 新規褥瘡発生率（患者延べ数ベース） 

• 脳梗塞患者への早期リハビリテーション開始

率 

• 30日以内の予定外再入院率 

• 広域抗菌薬使用時の血液培養実施率 

• 脳卒中患者に対する地域連携の実施割合 

 

30日以内の予定外再入院率は、DPCデータの条件が

変更となったことで、1団体は退院後4週間以内の

予定外再入院割合に定義を変更していた。そのた

め、DPCデータを用いる項目については、診療報酬

改定に伴う定義の見直しは必須と考える。また、協

力648病院のうち、複数団体所属は70病院であった。

複数団体に所属している病院においては、団体毎

に算出定義が異なることは、作業者の負担にもな

る。平成28年度厚生労働行政推進調査事業費補助

金による研究班によって提唱された「共通QIセッ

ト（23種類36指標）」のように、各団体が共通して

測定する必須項目はあってよいだろう。前述した

多くの病院が提出できたQIについては、大半が「共

通QIセット」に含まれており、これらの項目から全

国の病院へ展開できることを期待する。 

また、本研究では3回の提出期間を設け、データ

収集を行った。医療の質が維持あるいは改善され

ていることを可視化・検証することを目的として

いたが、アウトカムも多く、短期間で劇的に改善し

た項目は無かった。しかし、悪化した項目も無かっ

たため、一定程度医療の質が維持されていること

は可視化できた可能性がある。 

さらに、当初から、QIの測定を行っている病院の

大多数は、日本医療機能評価機構やJCI等の外部評

価を受けている病院であろうと推測していたが、

本研究での648協力病院中454病院（70%）が受審を

しているという結果であり、全国では8227病院中

2042病院（24.8%）が外部評価を受けている（2022

年3月）という背景と比べて、予測が正しかったと

言えるだろう。 

 

Ｅ．結論 

 1,000程度の病院のうち、協力が得られたのは

648病院、そのうち測定は524病院であった。同じ算
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出定義に揃えることができず、団体毎の算出定義

での測定に止まった。 

提出の多かった項目は、入院患者満足度、外来患

者満足度、転倒転落発生率、転倒転落による損傷発

生率、インシデント・アクシデント報告件数、新規

褥瘡発生率、脳梗塞患者における早期リハビリテ

ーション、30日以内の予定外再入院率、広域抗菌薬

使用時の血液培養実施率、脳卒中患者における地

域連携であった。 

648病院のうち454病院（70%）が日本医療機能評

価機構やJCI等の外部評価を受けていた。認定を受

けている病院は医療の質・安全性のレベルが高い

ことを担保しようとしている病院であると言い換

えることも可能である。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表  該当なし 

2.  学会発表  該当なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

  該当なし 

2. 実用新案登録 

 該当なし 

3.その他 
  該当なし 
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